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なぜ自治体はＰＦＩ発注をするのか
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公民連携（ＰＰＰ・ＰＦＩ）とは

自治体の
公共事業発注

地方自治法に基づく
様々な規制がじゃま

行政財産の多目的利用禁止
民間収益施設併設禁止
長期債務負担の禁止
民間債務の禁止など

横持法で規制緩和
ＰＦＩ法制定
（1999年）

行政財産の多目的利用可能
民間収益施設併設可能

長期債務負担可能
民間債務可能

あらたに
運営権設定可能（2013年）

ＰＦＩ法による
ＰＦＩ事業を利用して

行財政改革

財政負担の軽減

公民の入札労力軽減

公共事業のスピードアップ

公共資産による財政収入増加

公共事業発注改革

スピードアップ
縦割り行政の改善
単年度主義の改革

等
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ＰＦＩ法は規制緩和法
 地方自治法でできないとされたことをできるようにする

 行税財産の目的外使用可能：学校に公民館をいれたり、ホールをいれたり

 公共施設の統合・複合化

 施設整備の重複出費を防ぐ：土地の重複購入：建物の余分な床面積

 行政財産に民間収益施設併設可能：図書館にレストランや本屋やカフェ

 利用者の利便性向上

 民間から定期借地料や家賃収入の徴収：自治体収入の増加：後年度負担「０」

 長期間契約を可能にする：長期債務負担行為により、３０年、５０年

 単年度会計の打破：必要なときに維持管理・修繕費の予算不成立で耐久が短い

 税収と債券発行以外の資金調達

 一般の民間企業が資金立て替え・分割割賦払い

 一括発注による合理化：時間・施設・業務・地域
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国の取り組み方針
ＰＰＰ／ＰＦＩ推進
アクションプラン
（令和2年改訂版）の内容
2020年6月21日 閣議決定
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国の推進支援

 社会資本整備一括交付金の重点配分

 ＰＰＰ／ＰＦＩ方式で実施すると重点項目に位置付け

 交付金配分で優遇：下水道・都市公園・住宅・クルーズ船ターミナルなど

 調査検討業務支援

 先導的公民連携調査補助事業：2000万円まで、100％補助など

 プラットフォーム形成補助

 サウンディング支援
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公民連携事業（PPP・PFI）の特徴と民間事業者の活動
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PPP/PFIを採用する際大切なキーワードと行政の姿勢

 包括する

 時間を包括する：単年度でなく長期の事業をまとめて発注する

 施設を包括する：１施設づつの発注でなく、複合化、複数をまとめて事業化する

 業務を包括する：業務ごとの分離発注でなく、一括で発注する

 地域を包括する：広域で、公共的資産を合理的に整備する

 事業・手法の評価は（自治体としての）

 自治体の財政負担の削減を実現する発注になっているか

 自治体収入・歳入が増えるように発注されているか

（交付税・固定資産税・消費税・住民税・交付金・法人税等）

 地元企業や地元経済が活性化する発注になっているか

 サービスの質が直轄でやるより向上する発注になっているか
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公民連携事業（PPP・PFI）の特徴

様々な
施設、業務を一括して

発注する

提案を審査して
提案内容と価格点で
落札者を決定する

だから
様々な業務能力のある

多くの企業でチーム

チームで検討を重ね
いい提案を作る

価格見積面
実施設計のない状態で

概算の見積が必要

提案した金額以上は
でないので、その金額で

確実に実行できる案

代表企業
設計・建設・維持管理
運営・経営などの業種

わが社は
どの仕事をどの立場で

判断決定が必要

発注文書がでてから
提案提出の日まで
チーム会議を重ね

提案書作成と
提案金額見積

を
作成していく

強いチームを構成して

いい提案を作成

提案審査で

他のチームに

勝つ！！
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でも
確実に必要な企業はわかる。

代表企業・設計・建設・維持管理
給食だったら調理、公園なら造園とか

民間のチームに
何らかの立場で参加

自社の担当する分野で
チーム提案に貢献し

チームを勝利に！！

自治体発注の段階と民間の業務の流れ

時間の流れ

公共側の
混沌

何を、どのように

民間側の
混沌

誰と組む？
自社立位置？

公共側の
ある程度の見

通し

公共側の意図
ある程度の明確化

民間側の
チーム編成

必要機能想定

実施方針公表

基本計画 可能性調査
アドバイザーの募集・決定

募集要項等公表

チーム確定
企業間協定

締結

提案価格策定

提案内容策定

提
案
書

マスコミ情報・自治体公表

融資交渉

融資
確約

情報収集段階 チーム編成段階 提案策定段階
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地元企業優遇の
発注文書記載例
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地元企業参画推進：自治体の発注の工夫と研修の充実

 発注前からの民間企業研修：通常3回＋個別企業研修（1～３回）

 募集要項の参加要件の絞り込み

 代表企業は地元（市内、国交省土木事務所管内企業）

 構成企業：SPCから直接仕事をもらう企業（設計・工事監理・建設・維持管理・運営）

 地元、2社以上のJV（うち最低1社は地元）

 審査点数加点

 地元企業が、構成企業、協力企業に入っている場合、1社あたり0.2点加点：最大4点まで

 地元企業に落ちるお金で審査加点

 全事業費の〇％が、地元企業に落ちる提案。多い順に、1点、0.75点、0.5点、0.25点とか

 地元産品の利用で加点

 地元住民組織の参加で加点
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自治体の事業の進め方
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ＰＰＰ・ＰＦＩ事業推進手順

基本計画
マスタープラン
など上位計画

公共施策の確定

事業実施方針案
or

サウンディングや
民間対話実施

など公表

説明会開催
サウンディング

民間対話
など実施

PPP事業の感触取得

実施方針案改定
公表・説明会

直轄で実施の場合の
財政負担額算出

（ＰＳＣ）
債務負担の議会承認

準備段階 事業者選定段階

募集要項等6文書公表

募集要項・要求水準
様式集・審査基準
基本協定・契約書

提案受付
審査委員会設置

審査・事業者決定

基本協定締結
ＳＰＣ設立(民間）

事業契約交渉
仮契約締結

事業契約議会承認

契約発効

設計・建設開始

民間事業者監査
（モニタリング）

完工・所有権移転

維持管理・運営開始

（モニタリング）

事業完了

事業引継ぎ

事業実施段階
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都市公園整備手法
その中でのPark-PFIの概要

（Park-PFIはPFIとは別物）
なので、組み合わせると
効果が出る
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一般発注

出展：
都市公園の質の向上に向けた

Park-PFI活用ガイドライン
国交省：都市局

公園緑地・景観課
H29.8.10
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パークPFIのイメージ
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公園施設の建ぺい率の規定

20



公園施設及び公募対象公園施設の一覧
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官民連携型賑わい拠点創出事業の支援対象事業イメージ

PFIと組み合わせると、交付金以外の
自治体負担分を割賦にできる
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社会資本整備総合交付金
（官民連携型賑わい拠点創出事業）
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事例紹介
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PFI（BTO方式） 横浜市瀬谷区総合庁舎及び二ツ橋公園整備事業《横浜市（神奈川県）》
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その他事例
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福井県越前市水泳場建替え事業
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武生中央公園水泳場建替え

公共が負担するのは
プール整備
外構整備

プールの運営・維持管理
指定管理料

20年間で7億3千万程度

総事業費は
提案で10億円程度

2億7千万円は、
民間が

スポーツジム
子供の遊び場

広場のレンタルショップ
運営で稼ぎ出す。
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越前市案件：優先交渉権者チーム
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公園施設
（コンテナ活用）

土地所有者：前橋市

施設所有者：
（㈱オリエンタル群馬※）

前橋市
・インフラ整備（給排水等）

指定管理者
・コンテナ・外構・電気・植栽・ＩＴ等整備
→施工は全て地元企業と連携
（Made in MAEBASHI project）

民間投資による公園施設整備事業

事例１：前橋市中央児童遊園『るなぱあく』

・公民連携事業（「Made in MAEBASHI project」）として実施。
▼

・「都市公園法第５条」設置・管理許可制度を活用（H28.12竣工）。
（※市内・県内初の事業）
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■当該公園内の唯一の
未利用地を活用

事例１：前橋市中央児童遊園『るなぱあく』
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事例１：前橋市中央児童遊園『るなぱあく』
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・新たな活動による賑わいの創出。施設価値の向上。

事例１：前橋市中央児童遊園『るなぱあく』
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・昭和２９年開園以来の年間利用者数の記録を毎年更新中

１７１万人／年
（※延べ）

事例１：前橋市中央児童遊園『るなぱあく』

利用状況
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■新設した公園施設の片隅に小さな事業として
六次化Caféをスタート。

事例１：前橋市中央児童遊園『るなぱあく』
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監修 菜穀和食むくび 米 平野屋米穀店 海苔 鳥山海苔店 野菜 良農園

ﾁｰｽﾞ ﾁｰｽﾞ工房ｽﾘｰブラウン 麹 麹屋須田商店 鳥肉 赤岩肉店 梅 榛名ゆあさ農園

豚肉 近藤ｽﾜﾝﾎﾟｰｸ ﾊﾟｽﾀ ｺﾅﾘｴ パン ﾊﾟﾝ工房シャトア ｽｰﾌﾟ 空島ｷｯﾁﾝ

事例１：前橋市中央児童遊園『るなぱあく』
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 設置目的：町民の学習や地域活動の拠点施設

事例２：瀬戸屋敷（・瀬戸酒造）
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 瀬戸屋敷の飲食スペース 「café hacco」のオープン

事例２：瀬戸屋敷（・瀬戸酒造）
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「地域に愛される、ストーリーのある酒をつくる」
酒蔵として、平成30年3月4日（日）蔵開き。

あじさい酵母

地元産の米

地元の水

事例２：瀬戸屋敷（・瀬戸酒造）
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 酒蔵再生事業
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 酒蔵再生事業

30年間休業

事例２：瀬戸屋敷（・瀬戸酒造）
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あしがり郷瀬戸屋敷

株式会社瀬戸酒造店

瀬戸屋敷指定管理事業

指定管理料により
公共施設を運営する
「官民連携事業」

酒蔵再生事業

自己資金により
酒蔵を建設、経営する

「民間事業」

開成町北部
地域活性化事業

開成町北部地域において、総
合的事業をマネジメントし、
効果的に推進を実現。

事例２：瀬戸屋敷（・瀬戸酒造）
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 地域を総合的にマネジメント

50



包括についての事例
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県内各所の１７駐在所
地域が散ってる：ＪＶが有効
ＪＶ構築努力・多業種・多地域

広域・包括・一括・多業務

1回の入札で
通常だと17 × 少なくとも5回

85回の入札業務
民間：小さいけれど17回のチャンス

17回分の受注が！

１） 解体業務
２）調査・ 設計・工事監理業務
３） 建設業務
４） 維持管理業務

建築物修繕業務
建築設備修繕・更新業務
点検業務（定期点検）
外構の修繕業務

徳島県県警
駐在所建替

施設包括・業務包括
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【包括的民間委託】道路包括的民間委託（東京都府中市）

出典：「府中市道路等包括管理事業推進方針」（平成29年4月府中市）

・平成26年度から3年間、けやき並木通りにおいて、包括管理事業を実施。
・受託者は、前田道路・ケイミックス・第一造園共同企業体。
・コスト削減効果として約7.4％を得ることができたほか、苦情要望件数も減少（H25:87件⇒H28:40件）。
・来年度からは、更に区域を広げて事業を実施予定。

けやき並木通り
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国交省資料

こういう一括化公民連携事業
実現までのコンサルティング

実行主体の民間コンソーシャム構築
民間がこの能力を！！



18年2月実施方針 高知県須崎市
公共下水道等運営事業（混合方式）
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財政負担の削減の事例
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ＳＷ拠点整備事業を活用

事業方式 PFI（BTO）方式
事業期間 30年 ＊H30年３月より供用開始
施設概要 地域優良賃貸住宅、

ママカフェ、アフタースクール
事業費 約１０億円

2 子育て支援住宅（ハグ・テラス）

子育て支援住宅 アフタースクール

ママカフェ



岡山県津山市
旧苅田家町家群を活用した施設の
公共施設等運営権 18/12

 発注者 岡山県 津山市 歴史まちづくり推進室

 分野： 教育文化施設その他

 事業内容：旧苅田家付属町家群を活用した施設を整備する。

 事業期間：運営権設定日から２０４０年３月末日まで（20年）

 事業方式：サービス購入型＋独立採算型 運営権方式

 事業選定方法：公募型プロポーザル

直轄でやるより
財政負担が下がる提案があれば民間

にまかせる（運営権）
財政負担が「０」になれば

もっといい。
さらに

運営権料はらってくれるなら
もっといい

来訪者が増える・観光客が来る
地域の活性化・消費税収入

地元企業の収入増
などの効果
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その他優良な事例
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まちづくり案件:西尾市
（40年間にわたるまちづくりを一括契約）

３ 期待される優先交渉権者の企画提案による効果
優先交渉権者の企画提案については、

行政では着想できない業務要求水準を超える付加価値
市の新しい公共空間の実現に対する期待値として認めらる
西尾市方式のＰＦＩ手法が目指した地元企業による事業主体の構築

地域経 済の活性化が期待できる
市が直接実施する場合の財政負担額とＰＦＩ手法による 優先交渉権者の提案金額を比較す
ると、削減額：3,665,970,263円 削減率：10.08％

ア 市が直接実施する場合の財政負担額 36,361,608,331円
イ ＰＦＩ手法による優先交渉権者の提案金額 32,695,638,068円
ウ 市の財政負担の削減額 → ア－イ 3,665,970,263円
エ 市の財政負担の削減率 10.08％

理想的な
ＰＦＩ事業の

一類型

時間・施設・業務
の包括
が実現

財政負担10％減
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西尾市：優先交渉権者構成

優先交渉権者名 豊和グループ

構成企業
株式会社豊和 【代表企業】
（株）エムアイシーグループ 辻村工業(株) サンエイ(株)
（株）西三河エリアワン

協力企業
アップビート（株） （株）豊田設計事務所 （株）アイコン 吉良建設
ミツイワ建設（株） （株）ＡＭネクスト （株）アイホー

不動産開発企業： 矢作地所（株） （株）西尾地域開発
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代表企業の「（株）豊和」という会社は？

 地元企業：西尾市桜町に本社

 中小企業：資本金 2400万円 年間売り上げ：11億8000万円

 事業内容：スイミングクラブ・スポーツクラブ・温浴施設

 社員数 ：50名 アルバイト・パート：246名
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富山市：大沢野地域公共施設複合化事業
 ちょと本文から、抜粋：

 公共施設マネジメントにおけるリーディングプロジェクトとして、

 行政サービスセンターやその周辺のホールや公民館、図書館等の公共施設を含め

 必要とする機能を改めて見直し、

 複合化による

 施設、床面積の縮減（本当は床面積の削減でなく、財政負担の削減をＫＰＩに）

 施設機能の向上などにより、公共施設の再編を目指す。

 これが今後の自治体経営のモデルです。

 機能をみなおす。いいですね。：複合化：いいですね。

 民間もしっかり受け止めて、

 自治体もしっかり提案審査し、ふさわしい企業Ｇの選定に、プロセスもきちんと！
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ご清聴
ありがとうございました。

 文責： 伊庭 良知

 質問：iba@image.ocn.ne.jp
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